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要旨 ： 本研究で は ，RC 造建物に つ い て 残存耐震性能を評価す る こ とを目的 と し，建築基準法の

限界耐力計算法 に 基 づ い て 作成 した模擬 地震波 を 入 力波 と して RC 造 の 4 階建 て 建物 の 1階柱 （腰

壁垂れ壁 付 き） を想 定 し擬 似動 的実験 を行 っ た。柱 の 最大応 答 と残留 ひ び割れ 幅な どの 損傷状 況

の 関係 を検討 し静的漸増載荷実験 結果と 比 較 し た 。 ま た ，地震波 の 倍率を決め る た め 行 っ た 等価

1 質点系 の 地震応 答解析結果 と比 較 し た
。

キ ーワ ー ド ： RC 造，柱，地 震 波，擬 似 動 的 実験 ，残 存 耐 震 性 能，残 廨 ひ び 割 れ 幅 ，損傷度

　 1．　 は じめに

　2001 年 に 改訂 され た 日本建築防災協会 の 「震 災

建築物 の 被 災度判定基 準お よび復 旧指針 」
1〕

（以 下，

被災度区分判定基準）で は ，地震被害を受 け た RC

造建物 の 被災度を，文 野 ・前田 ら の 静的漸 増載荷

実験
2）
結果 か ら得 られた部材の 残留ひ び割れ幅 （損

傷度） と荷重
一

変形 曲線か ら評価 した残存 エ ネ ル

ギー吸収能力の 関係を定量化 し て 求め た部材の 耐

震 性能低減 係数 η に 基 づ い て 評価す る
3〕

こ とと し

て い る。 こ の 静的漸増載荷実験 結果 か ら定 量 化 し

た 部材の 耐震性 能低減係数 η の 妥当性 を検討す る

た め に ，鄭 らは 1 質点系 の 弾塑性 地震応答解析 を

行 っ た
4）。ま た ，筆者 らは ，4 階建 て RC 造建物 の

1 階柱 を想 定 しサ ブ ス トラ ク チ ャ
ー

擬似動 的実験

を行 っ た
S）。そ の 結果，部材 の 損傷度 と耐震性能低

減係数 η の 関係は ，実地震波に よ る 不 規則な変位

履歴 を経験 した構 造物 の 被災度 の 評 価 に も適用 可

能で あ り， 耐震性能低減係数 η を用 い て ，震災 RC

造建物が被災後に 耐え られ る 入 力地震動 レ ベ ル を

概ね安全側 に評価で き る こ とが確認で きた 。 しか

しなが ら，筆者 らが 昨年行 っ た実験 の 試験 体 （静

的漸増載荷実験
2）

の 試験体を含めて 4 体 ）は曲げ

降伏後に付着割裂破壊する試験体で あ り，曲げ降

伏後に せ ん 断破壊す る部材に対 して の 残存耐震性

能 の 評価 は未検討 で あ る 。 また ， 擬 似動 的実験 で

検 討 し た 地 震 波が 1波 （Kobe 　NS 成分 ）の み と 限 ら

れた もの で ある。

　そ こ で 本研究 で は ，曲げ降伏 後 に せ ん断破 壊す

る部材 に っ い て 残 存耐震性 能 を評価 す る こ とを 目

的 と し，建築基準法 の 限界耐力計算法
6）
に基づ い て

作成 し た模擬地震波 を入 力波 と し て RC 造 4階建 て

建物 の 1 階柱 を想 定 して 擬 似動的実験 を行 い 残存

耐震性能 の 評価 を行 う。また ，柱 の 最大応答 と 残

留ひ び 割れ幅などの 損傷状況 の 関係 を検討 し静的

漸増載 荷実験 と比較 す る 。 また，地 震波 の 倍 率 を

決 め る た め 行 っ た 等価 1 質 点 系 の 地 震応答解析 結

果 と比 較する。

　2．　 残存耐震性能の 評価方法

　被 災度区分判 定基準 で は ，部材 の 残 存耐震性 能

を耐震性能低減 係数 η で 評価す る。耐震性能低減係

数 n は ，文野
・前 田 ら の 静的載荷実験結果

2）
か ら得

られ た部材 の 残留 ひ び割れ 幅 （損 傷度） と片押 し

荷重変形関係 の 包絡線に お ける エ ネル ギー吸収能

力に 基 づ い て ，式 （D で 定義 し，表一1 の よ うに

与え て い る 。

　　　　　　　　　　　Er
　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　（1）　 　 　 　 　 　 　 　 η

＝

　　　　　　　　　 Ed ＋ Er

　 こ こ で ，Ed ：消 費 エ ネル ギー、　Er残 存 エ ネル ギー吸収能 力

　鄭 らは 文献 4＞で ， 建築物 の 耐 え うる 地震力 の 大

き さを用 い て 残 存耐震性能 を評価 し た
。 す な わ ち，

図 一1 の よ うに，無 損傷時 に 耐 え られ る （ち ょ う ど
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終局限界に 達する）地震力 の 大 き さ馬 と ， ある損

　　　表一1　耐震性能低減係数 η
1）

損傷度 Dせ ん 断柱 2）曲げ柱

1 0．95 095
H 0．6 0，75
III 0，3 05
【V 0．0 0．1
V 0．0 0．0

傷度 （1，ll　t
　 m ，　 IV） が生 じた後 に耐 え られ る

地 震力 の 大 き さ ridtの 比 で あ る式 （2）を，残存耐

震性 能率 Rd
）
．n と定義 し，残存耐震 性能 を評価 した 。

地
震
波
入

力

倍
率

　　　　　 図
一1　残存耐震性能率R

のn

　　　　　　　　・dyn 一

菁　　 …

　本研 究 で は ， 鄭 らの 定義に基 づ き，試験体 2 体

に つ い て 擬似 動的実験 を 行 い 部材 の 残 存 耐震性能

を評価 し，被災度区 分判定基準 の 部材 の 耐震性能

低減係数 η と比 較 し た 。

　3．　 実験概要

　3．1 試験体

　試 験体は ，地震応答 時 の 柱 の 残留 ひ び割れ 幅 な

どの 損傷状況 を逐次観 察す るた め に で き る だ け 実

大に近 い 大き さと し，柱断面 400  × 400mm
， 柱

内法寸法 1600  ， せ ん断 ス パ ン 比は 2．0 と し た。

試験体は ， 擬似動的実験 （2 体）と静 的漸増載荷実

験 （1体 ）の 計 3 体 で 形状 ・配筋全 て 同
一

仕様で あ

る。試 験 体の 形 状 及 び 配 筋 図 を 図 一2 に，試験体構

造諸 元 と材料特性 を表
一2，3 に示す。

　　　　　　　 表一2　試験体 構造諸 元

表
一3　材料特性

コ ン ク リ
ー

ト 鉄 筋

σ B

（Mpa ）

ε
α ，

（％ ）
鉄 筋径

σ
ア

（Ma ）

ε
y

（％）
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× 400160010
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図一2　試験体形状及び配筋 図 （単位 mm ）

　3．2 実験方法 及 び加 力装置

　3．2．1 加 力装置

　加力装置 は擬似的動 的実験 と静的 載荷実 験 とも

に 同 じ装置を用 い て 行 っ た 。 図
一3 に示す よ うに ，

水平 ジ ャ ッ キ 1 台 と鉛直ジ ャ ッ キ 2 台の 計 3 台を

用 い て ，試験体に 逆対称 曲げせ ん 断力 を作用 させ

た 。すな わち，水 平ジ ャ ッ キに よ りせ ん断 力を加

え，鉛直 ジ ャ ッ キに よ り，上 ス タ ブ の 回転を 制御

す る と 同時に
一

定軸力 （899kN） を載荷 し た。

8「。

図
一3 加 力装置 （単位   ）

3．2．2数値積分法

　擬似動的実験 の 際に 応答計算 の 数値 積分法 は中

島 らに よ り提 案 され て い るオ ペ レ
ー

タ
・

ス プ リッ

テ ィ ン グ法
7）
を用 い た。なお，応答解析 の 時間刻み
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は 0．005秒 とし，粘性 減衰は降伏時剛性に 比例させ ，

そ の 時の 1 次固有周期 に 対する減衰定数 2％ と し た 。

　3．2．3　載荷パ ス 及 び入力地震波

　試験体は 3 体に つ い て 実験 を行 っ た e 静的実験

（1 体） に よ る試験体 を ST ，擬似動 的 実 験 （2 体）

に よ る 試験体 を PS − 3，　 PS − 0 と称す る。

　静 的実験 に お け る載荷履歴を図
一4に 示 す。載荷

は変位制御 に よ り ± 1！400 ，± 11200，± 1〆100，± 1167，

± 1150，± lf33，± 1／25 各サイ クル を 2 サイ ク ル ず

つ 行 い ，耐力低 下が認 め られ た 時点，ま た は ，耐

力が最大耐力の 50％程度に 低下 した時点 で 終 了 と

し た。ただ し，± 11100の サイ ク ル 後，± 1150，±

1133の サイ クル 後 にそれぞれ ± 11400と± 1〆200 の

小振幅を 1 サイ クル 行 っ た。

（
8
弓
巴
ε

奪
詬

　　　　　　図
一4　載荷履歴

　擬似 動的実験 の 際に使用 し た 入 力地震波は ，建

築基準法の 限界耐力計算法に 基 づ い て 第 2 種地盤

に 対す る 加速度応答 ス ペ ク トル （h＝5％ ）を設定 し，

そ の ス ペ ク トル に合致す る よ うな加 速応答 ス ペ ク

トル を持つ 模擬地震波を作成 し た e 包 絡線 関数 は

Jenings型 と し主要動 の 長 さは 5 秒 と し た。

　図
一5 に 入 力地震波 の 加速度時刻暦 を，図一6 に

目 標加速度応答ス ペ ク トル を示 す。

　擬似動的実験 は 試験体 2 体 に つ い て 行 いL 応答

計算時 の 質量 は ，柱に 作 用 させ た 軸力 899kN と し

た
。 試 験体 の 弾性 時 お よ び 降伏時 剛 性 に 基 づ く周

期 は そ れ ぞ れ ，0，20sec お よび 0，32secで あ る。載荷

に は 表 一4 の よ うに 入 力倍率 を変化 させ て 地震波

を入 力し た。すなわち，試験体 PS − 0 は無損 傷時

の 耐 震性能 を評価す るた め 1 回 の 入力 で破壊 さ せ

る よ うに計画 し た。
一

方，試験体 PS− 3 は 損 傷度

H な い し 皿 程度 の 損 傷が生 じた後 の 残存耐震性 能

を評 価す るため，1 回 目の 入力 で 損傷度 II〜皿 程度

の 損 傷を生 じさせた後に 2 回 目入力で破壊 させ る

よ う計画 した。PS − 3 の 実際の 加力 で は ， 4 で 詳 し

く述べ る よ うに 1 回 目入 力 で は 目標 とする損傷度

H に達 しなか っ たた め ， 入力倍率 を上げて 2 回 目

の 入力 を行 っ て ，目標 の 損傷度 H を生 じ させ た 。

そ の 後 ，3 回 目入 力 で破壊 させ る 計画 だ っ た が 損傷

度皿 に留ま っ たた め
，

4 回 目の 入 力 で 破壊 させ た。

地 震波 の 入 力倍 率 は ，後述す る 地 震応答解祈 結果

に 基 づ い て 設 定 し た。

表
一4　入 力 レベ ル

試 験 体 人 力 入 力 倍 率 日標 損傷度
実際の

損傷度

PS − 01 回 目 0．85倍 V V

1 回 目 α40 倍 H i

2 回 目 0．55倍 皿 口
PS− 33

回 目 0．70倍 V 田

4 回 目 0，70倍 V V

40

　
20
　
　
 

葡
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石
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潤
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0

　　 　　　 　　 　　 　　　 　時間Csec｝
図
一5　入 力地震波の 加速度時刻暦

奮
an

ご
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鬯
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図 一6

齢 丶 ＿
蝋 。 ペ ク トル

　　 へ，
一

入 力地 黻 ス ペ 外 ル

　 　 　 丶

　 　 　 　 　 　 ぺ；

D、16　0．864　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　　 　　 　　　 　　 周 期（sec ）

目標加 速度応答 ス ペ ク トル

　4．実験結果

　各試験体 の 荷重
一
変位関係及 び最終的な破壊状

況 をそ れぞれ 図一7 と図
一8 に示す。

　静的漸増載荷実験及び擬似動的実験の 試験 体 の

全て が，破壊す る まで 耐 力低 下があ ま り観 察され

ず最終的 に せ ん断 で 破壊 した 。

　試験体 の ST は，図
一7 に 示すよ うに ，曲げひ び

割れ の 発生後に せ ん 断 ひ び割れ が発生 し，部材角

0．6％程度 で 主筋が 降伏 し、正 負側 ともに部材角 1％

付近 で 最 大耐力 に 達 し た。そ の 後 目立 っ た 耐力低

下 が 見 られず，部材角 25 ％付 近で 柱頭 ヒ ン ジ 領域

の せ ん 断 ひ び割 れ が 急激 に 開 く とともに せ ん 断補

強筋 が 破 断 し，軸力 が 保持 で き な く な り破 壊 した。
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　試験体 PS− O は ，1 回 目 入 力 で ，
正 負方 向 とも部

材 角 O．　25 °

／． の 付近 で 曲 げひ び 割 れ お よ び 曲 げせ ん

断 ひ び 割れ が 生 じ
， 部材 角 が 0．6％ で 曲げ降伏 し た。

そ の 後，部材角 R＝ ± 1．25％程度 で ，上 下 危 険断面付

近 の 圧 壊 が生 じ，柱頭 ヒ ン ジ 部 分 の せ ん 断 ひ び 割

れ が開きせ ん 断破壊 した 。

　試験体 PS − 3 は ，1 回 目入 力 で は，9 秒付近 で 部

材角 0，75％ （12mm ）の 最大変形 が生 じたが，目標

とす る損 傷度 H まで は至 らな か っ た た め ，入 力倍

率を上げて ，2 回 目の 入力 を行 っ た 。2 回 目入力で

は ，曲げ 及 び せ ん 断 ひ び 割 れ幅 が進展 し，最終的

に は最 大応答部材角 LO％ 程度の 変形 が 生 じ，損傷

度 II程度にな っ た。試験体を破壊 させ る こ とを計

画 した 3 回 R の 入 力 で は ， 危険断面付 近 の 圧縮側

コ ン ク リ
ー

トの 剥落が生 じ，部材 角 2．0％ 程度 の 最

大変形 が 生 じ た が ，損傷度皿 程度に 留 ま っ た 。
4 同

目 入 力 で は ，ヒ ン ジ領域 の コ ン ク リー トの 圧壊 が

進展 し，8．8 秒付近 で せ ん 断補強筋が 破 断 す る と と

も に 耐 力低 下 して 軸力 を保持 で きな くな り 破壊 し

たため に ，載荷 を終了 した 。

　　 部材 角（％）

図
一7荷 重

一
変位 関係
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（a ）ST
　 ぼ

（b）　PS− O　　　（c ）　PS− 3　（1　回 目）

（d）　PS− 3　　　　　（d）　PS− 3　　　　　　（d）　PS− 3

　（2 回 目）　　　 （3 回目）　　　　 （4 回 目）

　　　　　　 図一8 最終破壊状況

　擬似動 的実験の 試験体の 部材 角が 0．25％，0．5％，

1％，1．5°
／o，2％，2．5％ を更新 した 後 の除荷時 （水

平荷重が 0 の とき）に つ い て ，曲げ，せ ん断 ひ び

割れ 幅 （以 下 ，残 留 ひ び割れ 幅） を ク ラ ソ ク ス ケ

ー
ル で 計測 し，静的漸増載荷実験結果 と比 較 した 。

各 試験体に つ い て ，各サ イ ク ル ピー
ク 時 の 部材角

と最大残 留ひ び割れ幅 の 関係 を図
一9 に 示 す。

　図
一9 に よ る と，曲げ，せ ん 断 と もに 残 留 ひ び 割

れ 幅 は ，ピ ーク 時部材角 に 比 例的 に 増加 す る 傾 向

が 見 られ ，同 程 度 の 部材 角 に 対 し て は，擬 似動的

実験 と静的実験 の 残留ひ び 割れ 幅 は 同程 度 で あ る 。

　 　 　 　 部材 角（％ ）

（a）曲げひび害ilれ幅

1
　

且
　

l　
l
　
　

　

 　
0
　

0　
0

〔
巨

E）
聾
虞「
諏
為

◇

　 　　　 　部材 角（％〉

｛b）せ ん断 ひ び割れ 幅

図
一9　経験部材角

一
ひび割 れ 幅 関係

　5．応答解析と実験結果の 比較

擬似動 的実験 の 試験体 （PS − O，　PS− 3）に 対 して ，

目標 とす る損傷 （応答変形）を生 じ させ る 地震 波
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の 入 力倍率を設 定する た め ，実 験開始 前 に 擬 似 動

的実験 と同様 の 解析モ デ ル に よる応答解析 を行 っ

た，解析 モ デ ル は 1 質点 系 と し，復 元力 特性 は

Takeda − Slipモ デ ル
8〕

とした。復 元力特性 の包絡線

は，図
一10 に示す よ うに 静的漸増載荷実験 （ST）

の 実験結果 を参考に設定 し た 。 初期剛性 K は 計算

値 と し，ひ び 割れ変形 は 試験体 ST で 初 ひ び割れ が

　　　　　　表
一5 解析モ デ ル

4c

（mm ｝

盈

（kN ）

ら
〔mm ）

ε，

（kN ）

κ3

Casel2 ．00179 ．60920320 ．00 κ 〆1000

Case22 ．00179 、6D10 ．5匸 345．62 κ 〜IGoo

dc：ひ び 割れ 変位，　 Fc ：ひ び 割れ 強度，4y ：降 伏 変 位，

Ev二降伏強度，κ3 ：降伏後剛性，　 K ：弾性剛 性

観測 され た 時 点 の 変形 と し た 。 降伏点 の 変形 d
ア
お

よび 荷重 Fy は ，以 下の 2 通 り の 値 と し た モ デ ル を

設定 し た 。 す なわち ， 試 験体 ST の 降伏点 （危険断

面 の 引張主筋 の 50％ が 降伏 ひずみ に 達 し た 時点）

と した場合 （CaseD ，お よ び，ひ び 割れ後剛性 を

Casel と同
一

と し，降伏荷重 Fy を実験 の 最 大荷重

em．
と した場合 （Case2 ）を考え た 。履歴 モ デ ル は

Takeda − Slipモ デ ル
8｝

で ，試験体 ST の 各載荷 サ イ

クル の 等価粘 性減衰定数 heq が等 し くなる ように，

除荷時剛性低下係数 α
＝ 0．7 とス リッ プ剛性低 下係

数 γ
＝ O．2 を設定 した。

奎・・

揚・・

　 3020to

度
：

：

傷損

江 、
．

＝

　

」

　

〒

　

尸・

　

り

　

甘

巳

一

部材 角 3％ は，静的実験の 試験体 ST がせ ん断破壊

し た時点で ある。

　図一11に 示 した よ うに ，2Case の解析結果 は，降

伏強度 うが 大 きい Case2 の 方 が 若 干 最大応答部材

角が小 さい が，それ ほ ど大きな差は 見 られ な い c

最大応 答変形 が 降伏変形程度 の PS・3 の 1 回 目（□ ）

お よび 2 回 目 （回）は ，そ れぞれ解析結果 の 「1 回

目 入 力 」 お よび 「α 6％ 入 力後 」 と ほ ぼ
．
致 し て い

る。 こ れ に 対 し て ，せ ん 断破壊 が発生 し た PS − O

の 1 回 目 （●） と PS− 3 の 3 回 目 （■） の 最大応

答変形 は ，対応す る解析結果 （そ れ ぞれ 「1 回 目入

力」 お よ び 「2．4％入 力後 」） よ りも か な り小 さ い 。

これ は，応答解 析 で は降伏後 も無限に 耐 力低 下 し

な い 復元 力 モ デ ル を 用 い て い る の に 対 して ，実験

で はせ ん断破壊 が 生 じ軸 力を保 持で きな くなっ た

時点 で 実験 を終 了 した た め で ある 。 各ケ
ー

ス の 1

回 目 （一）と部材角 α6％入 力後 （…）の 解析結果

を見 る と，地震波の 入力 に よる最 大応 答部材角は

大 きな差が見 られ な い
。 それ は J 前述 した よ うに

地震波倍率 0．4 を 入 力 した PS− 3 の 1 回 目は 損傷

度 1程度で ほ とん ど損傷 を受 け て な い た め で あ る。
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図
一10 変形 と損傷度の 関係

　図 一11 に は最 大応 答変形 （部材角） と 入 力地震

波 の 倍率 と の 関係を，実験結果と併せ て 示 す。解

析 は，無損傷の モ デ ル に 地 震波 を入 力 し た 場合 （図

中 で 1 回 目入 力） と，1 回 目入 力 で PS − 3 の 1，2，3

回 目 入力 の 最大応 答変形 の 実験値に 相当す る 部材

角0．6％，1，2％，2．4 °
／。を生 じ させ た後 に，継 続 して 再

度地震波 を入力 した場合 の 結果 を示 した 。図中の

勲 飜 轢鶸鑼 籌驪警
図
一11部材角と入力地震波の 倍率との 関係

　6．入力地 震動 レベ ル に基づく残存耐震性能評価

　本研 究 の 各試験体 が ，最終的に破壊 し た とき の

地震波入力倍率か ら式 （2）に よ り求めた残存耐震

性 能率 Rd
，
．
n と実験 開始時 の 損傷度 の 関係 を，昨年

の 実験結果
5〕

と併せ て ，図一12と表
一6 に示す．

ま た ，図一12 の 中 に は，表
一1 の 被災度区分判定

基準の 耐震性能低減係 数 η と比較 の た め あ わ せ て

示 し た 。昨年 の 実験は ，曲 げ降伏 後 比較 的小 さ な

変形 で 付着割裂破壊す る柱 に つ い て Kobe 波 を入 力

地 震動 と し て 本研 究 と 同様な擬似動 的実験 を行 っ

一 1217 一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Concrete Institute 

NII-Electronic Library Service 

Japan 　 Conorete エnstitute

た もの で あ り，表一6 に 示す よ うに ，無損傷 の 試験

体 PSD5 は 入 力倍率 O．60 倍，損傷度 ll，　 nlの 試験

体 PSD2 ，3 は そ れ ぞ れ 0．41，0，30 倍 を入 力 して 破

壊 し た。

　　　　 表一6 入力倍率 と損傷度 の 関 係

損 傷度
入 力

地震動
入 力 倍率

残 存 耐 震

性能率

PS　 O 0 0．85 1

PS　 3 lll

模擬 地

震 波 0，70 0．82

PSD5 0 0．60 1

PSD2 11 Kobe 波 0．41 0、6B

PSD3 nl 0．30 0．50

　本実験 の 結果 か ら，試験体 PS − 0 は，1 回 目入力

（無被害） で 0．85 倍 の 入 力 で 破壊 し，試験体 PS −

3 は ，損傷度皿 の 損傷状態 で 地震波倍率 0．70 の 人

力 で 破壊 し た こ とか ら，式 （2）で 4 ＝0．85
， 損 傷

度 皿 に対す る Adi＝O．70 と し て 損 傷度 皿 に 対 す る残

存耐震性能率 を求め る と，R
φ
，n
＝O．82 となる。本実

験の 柱 の 終局部材 角が 3°1。 （塑性率 ≒ 5）， 昨年 の 実

験 の 柱 の 終局部材角 が 1．5°f。 （塑性率 ≒ 25 ）で あ る

こ と か ら，前者が 被災度 区分判 定基 準 の 曲げ柱，

後者 が せ ん 断柱 に 対応 す る と 考え る と，表 一1 の 耐

震性 能低減係数 η は ，こ れ らの 実験か ら得た残 存耐

震性 能率 Rdl・n を概ね低 め に ，す なわ ち安全側 に評

価 し て い る。以 ヒよ り，被災度 区分判 定基準の 耐

震性 能低減係数 η を用 い て 震災 RC 造 の 残 存耐震

性能 の 評価 を行 うと，被災後の 建物 が耐 え られ る

入 力 地 震動 の レ ベ ル を概 ね安全側 に 評価 し て い る

こ とが確認 で きた。
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一12　損傷度と地震波倍率関係
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　 7．　 ま と め

　RC 造 の せ ん 断破 壊型 の 部材 に つ い て 残 存耐震

性 能 を 評 価す る こ とを 目的と し，限界耐 力法 に 基

つ い て 作成 した模擬 地震 波を人力波 と し て RC 造

の 4 階建 て の 1 階柱 を想定 し擬似動的実験 を行 っ

た。そ の 結果 ，被災度区分判定基 準 の せ ん断柱 の

耐震性能低減係数 η は，せ ん 断 で 破壊 し た本実験 と

付着で 破壊 した昨年 の 実験 か ら得 た 残 存1耐震性能

率 Rd
、
，n を 2 つ と も低 め に 評価 して い る．また，模

擬地震被 を用 い た 本 実験か ら み る と ， 被 災度区 分

判 定基準 の 耐震性 能低減係 数 η を 川 い て 震 災 RC

造 の 残存耐震性 能 の 評価 を行 う と，被 災後 の 建物

が 耐え られ る 入力地震 動 の レ ベ ル を概 ね安全側 に

評価 し て い る こ と が 再 確 認 で きた 。
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